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日本は有数の漁業国として知られ，その漁場は世界中に広がっているが，近年になり

その利用に制限が加えられるようになっている．1970 年代から多くの沿岸国は排他的
経済水域（EEZ）を設定して自国 EEZ内の資源を独自に管理するようになった．外国
EEZ 内における操業は外国政府の許可を必要とし，日本も他国同様に規制に従うこと
が必要となったために，操業維持を目指す日本と資源保護および利益の獲得を目標とす

る沿岸国との間で漁業に関する交渉は重要な課題となった．なかでもカツオ・マグロは

国際交渉の重要性を示す好例である． 
 
日本は国内の高いカツオ・マグロ需要に応えるため，遠洋漁業船団を仕立てて世界中

に出漁してきた．とりわけ中西部太平洋および北太平洋における漁獲量は高く，それぞ

れ 40%程度を占めるほどである．この中西部太平洋地域は歴史的に日本の遠洋漁業と
の関係が深く，日本漁業者によるカツオ・マグロ漁場の開発が進められてきた．しかし

この水域にある島嶼諸国１６か国もまた排他的経済水域を設定したことにより，日本は

あらためて操業許可を得る必要が生じた．そこで，日本はこれら島嶼国各国と個別に２

国間ベースで入漁協定を締結し，入漁料を対価として支払うことで操業を続けることが

できた．しかし同様にこの水域で漁業活動を行なうアメリカは日本と異なり島嶼国 16
か国と多国間ベースの入漁協定を結ぶことを選択した．これら両国による入漁の取決め

では，日本は漁獲高の 4％を沿岸国に入漁料と支払い，アメリカは漁獲高の 10％に相
当する金額を入漁料として支払うことになる．これをもとに島嶼諸国は日本にも入漁料

の引き上げを要求してきたが，ここで次のような疑問が生じる．はたして多国間ベース

で行なう入漁交渉は 2 国間ベースで行なう場合より高い入漁料を支払うことになるの
かということである．日本と米国という２つの遠洋漁業国が，沿岸国との間で，それぞ

れ異なる交渉枠組みを選択したことの背後にあるメカニズム，すなわち交渉枠組みの違

いが遠洋漁業国および沿岸国間での利得の配分にどのような違いをもたらすかを明ら

かにしたい．そこで我々は単一の漁業国と２つの資源国からなる漁業交渉モデルを用い

て，２国間ベースの交渉と多国間ベースの交渉それぞれの帰結を分析する． 
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多国間一括交渉ではすべての交渉当事国が１つの交渉に参加する．他方２国間ベース

の交渉の場合は，漁業国が各資源国と個別に交渉を行なうこととなる．交渉ゲームにお

ける解概念としてナッシュ交渉解を用いて，上の 2つの交渉形式について解を求め，比
較を行なった． 

 
結論は次のようになる．2国間ベースおよび多国間ベースの両交渉形式について，沿

岸国プレイヤーと漁業国プレイヤーの利害が背反するため，全プレイヤーが一致して望

ましいとするものではなかった．分配の原資が両交渉形式で同じとなるために，あるプ

レイヤーの利得が交渉形式の変更により増加するならば，それは他のプレイヤーの利得

減少を意味することによる．しかし交渉形式が望ましいものではなくとも，同意しない

場合，自らの利得は著しく減少するため各プレイヤーは交渉に参加する誘因をもつ．こ

こでナッシュ交渉解は，全プレイヤーが参加する配分ルールであるが，まだ一部のプレ

イヤーが結託して行動する可能性をもつ．そこで，どちらかがともかく選ばれたとした

とき，プレイヤーが集団で離脱する誘因を与えないという意味での交渉枠組みの頑健性

を確認したところ，これらはパラメターの水準に依存するが，どちらの交渉形式も逸脱

の誘因を与えない場合があることを確認できた．ただし，並行交渉の方が許容するパラ

メターの領域が広いことから，並行交渉は多国間交渉に比べて相対的に安定的であると

いえる． 
 
事例で紹介した日本・米国と島嶼諸国との交渉を本稿の分析結果から考えてみると，

最初の疑問である「多国間ベースの交渉は 2国間ベースの交渉に比べて，漁業国はより
高い入漁料を支払うのか」という問いに対して，そのとおりであることがモデル分析に

より示された．米国は沿岸国により多くの支払を行なう必要が生じる多国間交渉を行っ

ており，実際に支払いも漁獲高の 10%程度という水準にある．一方で日本は並行交渉
を行ってきており，その支払の水準は漁獲高の 4～5%である．市場規模が十分に大き
く，かつ漁場間の費用格差が十分に小さい場合に米国型の多国間交渉を行なう誘因を持

つと考えられるが，この点について日本漁船の延縄漁業が大きな比率を占めるのに対し

て，米国漁船によるマグロ漁業はまき網漁法が中心であり，漁法の違いが漁獲費用に対

する日米での評価の違いを生んでいるのではないかと推測する． 
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